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1 ◎介護保険法（平成９年法律第１２３号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 ◎介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 ◎介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ◇
指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（H11.9.17老
企第25号）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 ○ ○

15 ◇
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（H11.７.29老企第
22号）

○

101 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

102

◇ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療
養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分)及び指定居宅介護支援に要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(H12.3.1老企第36号)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

103

◇ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定
施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に
関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(H12.3.8老企第40号)

○ ○ ○

104 ○ ○

106 ○ ○

107 ○ ○

108
◇ 介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて（H12.1.31老企第

34号）
○

109 ・
福祉用具貸与費及び介護予防福祉用具貸与費の取扱い等について（H18.8.14事務連
絡）

○

30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

31 ◇
指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について(H18.3.17老計発第0317001号老振発第0317001号老老発第0317001
号)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32 ○ ○

◇
介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（H11.11.12老企29
号）

○

◇ 退院・退所加算（１）・（２）に係る様式例（H21.3.13老振発第0313001号別紙） ○

◇

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する
費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する
基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支
援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービスに要する費用の額
の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定
に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出における留意点
について(H12.3.8老企第41号)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（H12厚生省告示第22号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 厚生労働大臣が定める者等（H12厚生省告示第23号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ 厚生労働大臣が定める地域（H12厚生省告示第24号） ○ ○ ○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ 厚生労働大臣が定める基準（H12厚生省告示第25号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 厚生労働大臣が定める施設基準（H12厚生省告示第26号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 厚生労働大臣が定める療法等（H12厚生省告示第124号） ○

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（H11厚生省令第38号）

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（H12厚生省告示20号）

厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目
（H11厚生省告示第93号）

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣
が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目（H11厚生省告
示第94号）

外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費等に係る厚生労働大臣が定める者（H21
厚生労働省告示第82号）

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介
護費等の算定方法（H12厚生省告示第27号）

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に
係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（H18厚生労働省令第35号）

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（H12厚生省告示第19号）

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（H18年厚生労働省告示第
127号）

厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービ
ス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該サービスの
単位数並びに限度単位数（H18厚生労働省告示第165号）

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介
護費等の算定方法の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域（H12厚生省告示第28号）

厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（H21厚生労働省告示第83号）

事業者指定及び介護報酬等に関する主な関係法令等（概要）

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（H11厚生省令第37号）

介護保険法施行規則第６８条第３項及び第８７条第３項に規定する厚生労働大臣が定める
ところにより算定した費用の額（H12厚生省告示第38号）

厚生労働大臣が定める特例居宅介護サービス費等の支給に係る離島その他の地域の基
準第６号の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域（H12厚生省告示第53号）
厚生労働大臣が定める地域第６号の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域（H12厚生
省告示第54号）

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（H12厚生省告示第29号）
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事業者指定及び介護報酬等に関する主な関係法令等（概要）

○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

◇ 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（H12.3.30老企第54号） ○ ○ ○ ○ ○

◇
介護保険施設等におけるおむつ代にかかる利用料の徴収について（H12.4.11老振第25
号老健第54号）

○ ○

◇
介護保険施設等における日常生活費等の受領について（H12.11.16老振第75号老健第
122号）

○ ○ ○ ○ ○

◇
特定施設入居者生活介護事業者が受領する介護保険の給付対象外の介護サービス費
用について（H12.3.30老企第52号）

○

◇
指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて（H12.3.1老企第
39号）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◇ 訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（H12.3.17老計第10号） ○

◇
「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合」及び「身体介護が中心である
場合」の適用関係等について（H15.5.8老振発第0508001号老老発第0508001号）

○

・
いわゆる「住み込み」により同一介護者が「訪問介護」と「家政婦」サービスを行う場合の
介護報酬上の取り扱いについて（H17.9.14厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）

○

◇ 指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について（H12.11.16老振第76号） ○

・
同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生
活援助等の取扱いについて（H19.12.20事務連絡）

○

・
介護保険法に基づく指定訪問介護事業所が障害者自立支援法に基づく居宅介護を行う
場合の取扱いについて（H19.10.25事務連絡）

○

◇
医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の解釈につい
て（H17.7.28老振発第0728001号<H17.7.26医政発第0726005号>）

◇
ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について（H15.7.17医政発第
0717001号）

◇
在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者障害者に対するたんの吸引について（H17.3.24医政
発第0324006号）

◇
介護輸送に係る法的取扱いについて（H１８年９月国土交通省自動車交通局旅客課ほ
か）

○ ○ ○ ○

◇
介護保険制度下での居宅サービスの対価に係る医療費控除の取扱いについて
（H12.6.1老発第509号)

○ ○ ○ ○ ○

◇
介護保険制度下での介護サービスの対価にかかる医療費控除の取扱いに係る留意点に
ついて（H12.11.16老振第73号）

◇ 介護保険の給付対象事業における会計の区分について（H13.3.28老振発第１８号) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ ホームヘルパーの雇用保険の適用と労働時間の算定について(H13.4.5事務連絡) ○

◇ 訪問介護労働者の法定労働条件の確保について（H16.8.27基発第0827001号） ○

◇ 訪問介護労働者の法定労働条件の確保について（H16.8.27基発第0827001号） ○

○ 厚生労働大臣が定める療養（H18厚生労働省告示第142号）

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

◇
医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に
関連する事項等について（H18.4.28老老発第0428001号保医発第0428001号）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◇
特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて（H18.3.31保医発第
0331002号）

○

◇
「特別養護老人ホーム等における療養の給付（医療）の取扱いについて」の運用上の留
意事項について（H18.4.24保険局医務課）

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

◇
低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施について
（H12.5.1老発第４７４号）

○ ○ ○

◇
栄養マネジメント加算及び経口移行加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示
について（H17.9.7老老発第0907002号）

○ ○

◇
栄養ケアマネジメントの実施に伴う帳票の整理について（H17.9.7健習発第0907001号老
老発第0907001号）

○ ○

◇
リハビリテーションマネジメントの基本的考え方並びに加算に関する事務処理手順例及
び様式例の提示について（H18.3.27老老発第0327001号）

○ ○ ○

◇ 口腔機能向上加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示について（H18.3.31
老老発第0331008号）

○ ○ ○ ○

◇ 居宅サービスにおける栄養ケアマネジメント等に関する事務処理手順例及び様式例の提
示について（H18.3.31老老発第0331008号）

○ ○ ○ ○

厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等（H12厚生
省告示第123号）

居住、滞在及び食事の提供に係る利用料等に関する指針（H17厚生労働省告示第419号）

介護保険法第５１条の３第２項第２号に規定する居住費の負担限度額及び同法第６１条の
３第２項第２号に規定する滞在費の負担限度額（H17厚生労働省告示第414号）

要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（H20厚生
労働省告示第128号）

訪問看護療養費にかかる訪問看護ステーションの基準等（H18厚生労働省告示第103号）

介護保険法第５１条の３第２項第１号及び第６１条の３第２項第１号に規定する特定介護保
険施設等及び特定介護予防サービス事業者における食事の提供に要する平均的な費用の
額を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（H17厚生労働省告示第411号）

介護保険法第５１条の３第２項第２号に規定する特定介護保険施設等における居住等に要
する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める費
用の額並びに同法第６１条の３第２項第２号に規定する特定介護予防サービス事業者にお
ける滞在に要する平均的な費用の額及び事業所の状況その他の事情を勘案して厚生労働
大臣が定める費用の額（H17厚生労働省告示第412号）

介護保険法第５１条の３第２項第１号及び第６１条の３第２項第１号に規定する食費の負担
限度額（H17厚生労働省告示第413号）

厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順
（H18厚生労働省告示第268号）

指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設並びに
指定介護予防短期入所療養介護事業所の医師の使用医薬品（H12厚生省告示第125号）
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事業者指定及び介護報酬等に関する主な関係法令等（概要）

◇ 事業所評価加算に関する事務処理手順及び様式例について(H18.9.11老振発第
0911001号・老老発第0911001号)

予防
○

予防
○

◇ 障害者自立支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について
(H19.3.28障企発第0328002号・障障発第038002号）

・ 介護給付費請求書等の保管について(H13.9.19老健局介護保険課・老人保健課事務連
絡)

・
介護報酬の請求に係る消滅時効の起算日について(H14.3.1老健局介護保険課・老人保
健課事務連絡)

◇ 公費負担優先の給付対象となるサービスに係る請求の事務等について(H12.3.8介護保
険制度施行準備室）

○

◇ 医療介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（16.12.24） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◇ 医療機関等における個人情報の保護に係る当面の取組について（16.12.24） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

参考
１ 介護保険関係法令等の入手方法
○インターネット

法令データ提供システム http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
厚生労働省法令等データベースシステム http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/index.html
(独)福祉医療機構（ワムネット） http://www.wam.go.jp/ など

○その他一般の介護保険制度に関する解説書等

２ 群馬県ホームページ http://www.pref.gunma.jp/index.html
「群馬県HP」→「暮らし」のメニューへ進む→「福祉」→「介護保険」
○サービス事業者関係情報

サービス事業者になるには、平成２１年４月介護保険報酬改定等、介護保険事業者自主点検表、業務管理体制の整備について、営利法人監査など
○各種様式のダウンロード：介護保険の事業者が指定を受ける際等に必要な書類
○介護サービス情報の公表について
○事業所だより：介護保険事業者及びその職員の方に向けた介護保険関連情報等を掲載
○その他・トピックス：障害者自立支援法の概要、医療費控除など
○介護保険事業者の指定の更新について
○介護職員処遇改善交付金について など
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